
（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

-
1
2
-

【事業概要】
防波堤 385m
岸壁 (-4.5m)300m

(-5.5m)90m
物揚場 (-4.0m) 40m

(-3.5m) 35m
泊地 (-5.5m) 8,750㎡

(-4.5m) 7,518㎡
(-3.5m) 490㎡

臨港道路 845.1m
導流堤 120m H14 5,785

【事業目的】
漁船の大型化や陸上トラッ
ク輸送へ対応する港湾施
設整備により、漁業活動の
効率化を図る。
また、地域防災計画に位置
付けられた耐震強化岸壁
を整備し、地震時における
輸送路の確保を図る。

H17 5,822

S55

・港湾整備前は、係留
施設不足による滞船
が生じていたが、今回
の整備により改善が
図られ、業務コストが
削減された。また背後
地の造成により交流
機会の増加が図られ
た。

・耐震岸壁の整備によ
り、緊急時における物
資の輸送コストが削減
され、また震災時にお
ける被害への不安の
軽減、震災後の事業
活動への不安の軽
減、緊急物資輸送に
よる地域住民の生活
の維持等の効果が期
待できる。

・平成22年時点でB/C
は、1.57 である。

・耐震強化岸壁の整
備により、震災後一般
貨物輸送によるCO2
の排出量を年間33.4ﾄ
ﾝ削減することが期待
出来る。

・係留施設の整備によ
り、滞船時のアイドリ
ングによるCO2の排出
量を削減することが期
待出来る。

・長島港の入港船舶隻数
の平成11年から平成20年
まで10年間の推移は、お
よそ25,000隻前後で横ば
いの推移を示しています
が、直近の平成20年は約
21,000隻と減少傾向となっ
ています。
また船種別では殆どが漁
船となっています。

・長島地区の漁船隻数の
推移は、昭和60年から平
成12年までの15年間は、
ほぼ横ばいの推移を示し
ていますが、平成12年から
平成17年の5年間で約半
数に減少しています。

・長島港の取扱貨物量の
推移は、平成11年から平
成20年まで10年間の推移
は、平成12年は2万4千ﾄﾝ
でしたが、平成13年から石
材の取扱量が増加し、平
成14年には29万ﾄﾝに達し
ました。
その後、おおよそ20万ﾄﾝ
程度で推移してきました
が、平成20年には1万8千ﾄ
ﾝに減少しました。
直近の平成21年は前年と
ほぼ同様の1万9千ﾄﾝと
なっています。

・長島港の取扱貨物の構
成は、出入別では移入が
多く、移出貨物のおおよそ
３倍となっています。
品目別では、移出貨物は
重油が100%を占めていま
す。
移入貨物でも重油が47%で
最も多く、次いで水産品が
45%となっており、
この２品目で移入貨物全
体の9割以上を占めていま
す。
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平成２２年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
県民の意見 今後の課題

事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

委員会意見概要

・小型船だまりの整備
による安全面、荷役効
率等について、効果を
感じているとの回答が
感じていないとの回答
を上回っている。

・耐震強化岸壁の整
備による不安の軽減
について、約半数が
効果を感じていると回
答している。

・耐震強化岸壁の整備および
効果について、周辺の住民へ
のさらなる認知度向上を図る。

・町がハザードマップを２回配
布している。今後も引き続き、さ
らなる啓発活動を推進する。

事業の効果、今後
の課題については
事後評価の妥当性
を認める。

周辺住民や港湾利用者
への港湾整備事業のより
一層の周知や、想定され
る大規模地震等に対応す
る耐震強化岸壁の設置箇
所、目的等を住民へ啓発
する必要性があります。

港湾施設においては、
従来から漁業の活性化や
地元イベント等、周辺住民
や港湾利用者の方々から
多種多様な用途に利用し
ていただいており、町の活
性化に寄与することで港
湾整備事業への理解を得
ていると考えていますが、
今後、港湾整備事業を実
施する際は、現場付近に
事業内容等を説明する看
板を設置する等、周辺住
民や港湾利用者への認
知度向上を図っていきま
す。
また、耐震強化岸壁の

整備を行う際には、関係
部局や市町に対し適切に
情報提供することにより、
住民の防災意識向上の
一助としてもらうこととしま
す。
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-
1
3
-

【全体事業概要】
突堤 2基（Ｌ＝183m）

養浜 78,350m3

砂止潜堤 L=228m
排水工 L=121m

H18 1,172

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。
なお、海岸環境整
備事業などの、県
民等による施設の
利用を想定する事
業については、完
成後の管理の方法
などについて、計画
当初から住民参画
による計画をされた
い。

異常気象時の高潮・波浪等
から海岸背後地の生命・財
産を守るとともに、快適な
海岸環境を整備する。

H17 1,146

H6

道瀬地区海岸は、台
風などの高波時には
越波により、背後人家
の安全は危惧される
状況となっていたが、
平成１７年度の事業完
了後、多数の台風が
上陸ないし接近したも
のの、背後の人家等
に被害は発生せず、
防護機能を発揮する
ことができた。

当海岸は吉野熊野国
立公園内の恵まれた
自然環境にあり、また
海水浴や釣りなどの
利用者が多い。その
ため、海岸に設置した
突堤や排水路は、来
訪者の利用や自然景
観との調和を考慮し、
自然石を用いて整備
を行った。

・道瀬地区の世帯数
は事業完了時の平成
１７年から変化はなく、
依然として防護の必
要性は高い。
・当海岸周辺には平
成１６年に世界遺産に
登録された熊野古道
があり、海岸堤防は散
策ルートの一部として
多くの散策者に利用さ
れている。
・当海岸周辺では高
速道路の整備が進め
られており、平成２４
年度には紀伊長島イ
ンターが開通予定で
ある。来訪者のほとん
どが車を利用してお
り、高速道路の延伸に
より移動時間が短縮さ
れるため、海岸を訪れ
る方の増加が期待で
きる。
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・ 平成２２年９月に道瀬地
区海岸周辺の住民（７７世
帯）に対してアンケートを
実施。
また平成２２年７月末から
８月上旬の５日間にかけ
て道瀬地区海岸の利用者
（６９組）に対して聞き取り
調査を実施。

工事の目的について５２％
の方が認知しておりました
が、４０％の方がご存じあ
りませんでした。

・安全面に関する満足度
「満足」＋「どちらかといえ
ば満足」５７％、
「不満」＋「どちらかといえ
ば不満」１５％

・ 海岸環境・景観保全に
関する満足度
「満足」＋「どちらかといえ
ば満足」４５％、
「不満」＋「どちらかといえ
ば不満」１０％

・海岸利用者の満足度
「満足」＋「どちらかといえ
ば満足」９７％、
「どちらかといえば不満」
３％

・事業全体の満足度
「満足」＋「どちらかといえ
ば満足」５７％、
「不満」＋「どちらかといえ
ば不満」９％

課題・問題点
・津波への対応
・工事内容などの周知不足

今後の留意事項
・津波に対する避難啓発の推
進。
・避難時間を確保するため陸閘
動力化の推進。
・計画段階で地区住民に対して
事業の目的や内容等について
十分説明し、地域の意見を反
映していく。

海岸利用者アンケート
の結果から、「ゴミが多
い」との意見がありまし
た。完成後の維持管理に
ついては、計画段階から
地元市町とは協議を行っ
ておりましたが、地域住民
レベルでの参画を促して
いなかったことが課題で
あると考えられます。ま
た、背後住民アンケートの
結果から、「津波に対する
不安がある」との意見が
ありました。津波に対して
はハードによる対策には
限界があるため、ソフト対
策によることとしています
が、周知が不十分である
ことが課題であると考えら
れます。

海岸清掃については、
「海岸美化ボランティア」
制度を活用し住民参画に
よる清掃を行っています
が、今後は完成後の管理
の方法についても、事業
の計画段階から地元市町
に加え、地域住民の意見
を取り入れていきます。
津波に係る防災対策に

ついては、地元と協議の
上、必要に応じて避難啓
発看板や避難階段の設
置を行い周知を図ります。
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【全体事業概要】
人工リーフ 140m(1基)
突堤125m(1基)
緩傾斜護岸471m
養浜61,900m3
排水工66m

H17 2,537

異常気象時の高潮・波浪等
から海岸背後地の生命・財
産を守るとともに、快適な
海岸環境を整備する。

H17 2,103

課題・問題点
・事業着手時には、地元住民と
の間で十分な意見調整を図る
仕組みが確立していなかった。
・海岸利用者が、当海岸をもっ
と快適に利用出来ることを望ん
でいる。

今後の留意事項
・事情効果について分かりやす
く、十分な説明を地域住民の方
に対して行う。
・利用面に配慮した海岸とする
ため、事業実施前に地元の観
光部局や、背後の地域の方々
と調整を行い、改善策を見いだ
していく。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。
なお、海岸環境整
備事業などの、県
民等による施設の
利用を想定する事
業については、完
成後の管理の方法
などについて、計画
当初から住民参画
による計画をされた
い。
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・ 平成２２年９月に阿津里
浜海岸の周辺住民（３５世
帯）に対してアンケートを
実施。
また平成２２年７月末から
８月中旬の５日間にかけ
て当海岸の利用者（２８９
組）に対して聞き取り調査
を実施。

・安全面に関する満足度
「満足」＋「どちらかといえ
ば満足」９２％、
「不満」＋「どちらかといえ
ば不満」１０％

・環境面や景観面に関す
る満足度
「満足」＋「どちらかといえ
ば満足」７６％、
「不満」＋「どちらかといえ
ば不満」１８％

・当事業が地域活性化に
寄与したかという質問
「活性化が図られた」５
５％、
「活性化が図られていな
い」０％

・事業全体の満足度
「満足」＋「どちらかといえ
ば満足」１０人、
「不満」＋「どちらかといえ
ば不満」０人

・海岸利用者の満足度
「満足」＋「どちらかといえ
ば満足」８８％、
「不満」＋「どちらかといえ
ば不満」１０％

H5

台風などの高波時に
は越波により、背後人
家の安全は危惧され
る状況となっていた
が、平成１７年度の事
業完了後、多数の台
風が上陸ないし接近し
たものの、背後の人家
等に被害は発生せ
ず、防護機能を発揮
することができた。

当海岸は伊勢志摩国
立公園内に位置して
いることから、人工
リーフを採用し、海面
上に消波ブロックが突
出しないようにした。ま
た、突堤や排水工の
被覆材については、ブ
ロックの代わりに石材
を使用し、景観に配慮
した。

・当海岸の背後は、多
くの利用者が毎年訪
れるオートキャンプ場
や、観光施設が整備
されているため、防護
の必要性は依然とし
て高い。

・当海岸では、養浜の
整備を平成12年～13
年に実施後しており、
養浜実施後の平成16
年度以降、海水浴等
を目的としたキャンプ
場利用者数が増加傾
向になっている。これ
に伴い海岸利用者数
も増加していると推測
される。

・平成17年の志摩大
橋の完成により、当海
岸まで国道260号バイ
パスを経由して行ける
ようになった。バイパ
ス開通前の現道は、
幅員が狭く、自動車の
すれ違いが困難で、
観光シーズンには混
雑が発生していたが、
バイパスの開通により
円滑な通行が確保さ
れ、利用者数の増加
に寄与したと考えられ
る。

海岸利用者アンケート
の結果から、「ゴミが多
い」との意見がありまし
た。完成後の維持管理に
ついては、計画段階から
地元市町とは協議を行っ
ておりましたが、地域住民
レベルでの参画を促して
いなかったことが課題で
あると考えられます。ま
た、背後住民アンケートの
結果から、「津波に対する
不安がある」との意見が
ありました。津波に対して
はハードによる対策には
限界があるため、ソフト対
策によることとしています
が、周知が不十分である
ことが課題であると考えら
れます。

海岸清掃については、
「海岸美化ボランティア」
制度を活用し住民参画に
よる清掃を行っています
が、今後は完成後の管理
の方法についても、事業
の計画段階から地元市町
に加え、地域住民の意見
を取り入れていきます。
津波に係る防災対策に

ついては、地元と協議の
上、必要に応じて避難啓
発看板や避難階段の設
置を行い周知を図ります。
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【全体事業内容】

延長 L=1.08km
幅員 W=6.0(16.0）m

H15
2,028

【事業目的】
都市内交通の円滑化を図
り、地域の利便性の向上や
交通の安全性を確保しま
す。

H16 2,073

地域の住民の方に当
該路線に関する意見
を得るためにアンケー
トを実施し７８９名の方
から回答を得ました。
総合的な評価としては
「非常に満足」、「やや
満足」合わせて約６
５％が満足との回答を
いただきました。

街路事業は、市民生活や経
済活動等に伴う交通の円滑化
を図るのみでなく、沿道の市街
地化を誘導する機能を併せ持
つなど、重要な役割を担ってい
るため、計画的な整備を推進し
ていきたいと考えています。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。
ただし、今後の歩
道等の計画・施工
において、バリアフ
リーについて十分
留意されたい。
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■ 費用便益比
・B/C=3.6

■ その他の効果
・日常生活の利便性
が向上。
・旧道では、大型車交
通量の減少によりす
れ違いがし易く、安全
になった。
・歩道の設置により、
通学路として児童の
安全を確保。
・周辺地域の人口は
増加傾向にあり、地価
は周辺に比べ下落率
は小さい。

植樹により道路と周
辺環境との調和に配
慮し、また、舗装にリ
サイクル材を使用し、
建設資材のリサイクル
推進に努めました。

周辺の道路では慢
性的な交通渋滞が発
生し、それを解消する
ために様々な事業が
展開されています。

当該区間の延伸部
にあたる四日市市事
業の環状１号線は、平
成23年1月供用開始
に向け工事を進めて
いる。

近鉄川原町駅付近
の連続立体交差事業
は、鉄道の高架化に
より、踏切による交通
渋滞を解消します。

国道1号北勢バイパ
スは、国道１号と国道
２３号に集中する交通
量を分散し、慢性的な
渋滞を解消します。現
在、垂坂町まで部分
供用されています。

住宅地域に整備する街
路事業は、利用する歩行
者等の安全で円滑な移動
を確保することが必要で
あるため、バリアフリー化
等の取組が重要となりま
す。
また、周辺住民のアン

ケートの結果、当街路事
業については都市内交通
の円滑化が図れ、地域の
利便性が向上したもの
の、遠心部にあたる四日
市市事業の環状１号線が
事業中であり、現道に接
続する交差点での渋滞緩
和を求める意見を多くい
ただきました。

街路事業は都市内にお
いて実施する道路の改築
事業であり、従前のマウン
ドアップ形式から歩道と路
面高さとの段差を少なくし
たフラット形式に工法の移
行を行う等、歩道のバリア
フリー化を推進し安全で
円滑に移動できる歩行空
間の確保に努めていま
す。
なお、当該路線の現道

接続部等における渋滞に
ついては、先線である環
状１号線の四日市市施工
部分が平成２２年１２月２
４日に供用を開始されたこ
とにより、緩和されまし
た。
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事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

委員会意見概要

-
1
6
-

【全体事業概要】
面積 14.2ha
ウッドデッキ、遊歩道、芝生
広場、キッズランド（大型遊
具）、バーベキューランド、
水の遊び場、ウォーター
ガーデン、駐車場等

Ｈ１５ 4,141

【事業目的】
(1) 当該箇所は東名阪自動
車道、伊勢自動車道、新名
神高速道路、国道１号、国
道２５号が交わる交通の要
衝に位置し、ハイウェイオ
アシスとして、利用者に快
適な休息空間を提供する。
(2) 北勢地域等の住民に、
パーキングエリアとの一体
化による利便性の高い行
楽レクリエーション空間を提
供する。
(3) 大阪圏や名古屋圏の住
民等広域利用が見込まれ
る中で地域のイメージを高
め活性化に資する。

Ｈ１６ 4,651

(1) 上位計画との整合
・亀山都市計画区域
マスタープランにおい
ては鈴鹿山麓と伊勢
湾をつなぐ緑地ネット
ワークの一環として位
置づけられており、た
め池及び丘陵地に囲
まれたレクリエーショ
ン空間づくり等、本公
園の整備内容と一致
している。
(2) 高速道路の低料
金化
・ＥＴＣ割引など、高速
道路が低料金で利用
できるようになり、本
公園は従来に比べよ
り利用しやすくなると
考えられる。
(3) 周辺観光施設の
状況
・周辺に関宿(歴史を
感じさせる街並、祭り
などの行事開催)、か
めやま美術館(文化施
設)、羽黒山(景勝地)
などがあり、観光振興
を図っている。これら
の観光案内をハイウェ
イオアシスとして広域
利用が見込める本公
園で行い、地域活性
化に寄与している。

(1) 利用者の属性
・アンケート調査の回
答者442人の居住地
は、亀山市が３割弱、
鈴鹿市・津市・四日市
市からそれぞれ１割
前
後、愛知県などの県
外からの利用者も３割
程度を占める。
(2) 利用満足度
・「亀山サンシャイン
パークにまた来たい
か」との問いに、利用
実態調査では90％近
くが「はい」と回答。
・施設別では、「遊歩
道」「芝生広場」「オア
シス館」の満足度が比
較的高い。
(3) 公園についての意
見、要望（多いもの）
・案内サインを増やし
てほしい、もっと公園
についてＰＲをしてみ
ては。 ・駐車場が少
ない（土日に混雑）。
など

(1) 事後評価のまとめ
・費用対効果分析、観光振興、
長寿・福祉社会対応、利用者
数推移などを踏まえ、事業の効
果は発現されてきている。
(2) 今後の事後評価の必要性
・まとまった施設の改修や更新
の際には、利用状況に見合っ
た事業投資となっているかどう
か検証する必要がある。
(3) 改善措置の必要性
・案内サイン、公園のＰＲや、施
設改善等が求められている。

審査を行った結果、
事業の効果、今後
の課題について、
事後評価の妥当性
を認める。
ただし、下記の意
見を付するもので
ある。
１ 今後の都市公
園事業の推進にお
いては、防災機能
を含めて県民が利
用しやすいような取
り組みを絶えず進
められたい。
２ 施設のバリアフ
リー化については、
利用者の立場に
立って、絶えず改
善する取り組みを
進められたい。
３ アンケートにお
いては、具体的な
長所・短所を収集
する努力を進めら
れたい。
４ 費用対効果の
分析においては、
マニュアルにとらわ
れず、現実に即し
た計算を行うこと。

(1) 費用対効果分析
結果
・便益(B) 17,115百万
円
・費用(C) 7,528百万
円
・B/C 2.27
(2) ハイウェイオアシス
としての効果
・近隣の亀山市、鈴鹿
市などから、遠方の愛
知県など、ハイウェイ
オアシスとして広域の
利用が見られる。
・散策、高速道路利用
中の休憩、子どもの遊
びなどの利用が見ら
れる。
(3) 観光振興等地域
活性化に関する効果
・自然観察会や写真コ
ンクール等、地域資源
を活かした環境学習
の開催や、移動動物
園等の各種行事の開
催を通じて観光振興
に寄与している。
(4) 長寿・福祉社会へ
の対応に関する効果
・池沿いのデッキをス
ロープでつなぎ、誰も
が水辺に近づけるよう
配慮した他、バーベ
キューランド、便所な
どにおいてバリアフ
リーに対応したことに
より、利用実態調査に
おいても効果が確認
できる。

(1) ため池、丘陵地環
境及び景観の保全
・高塚池とその周りの
丘陵地の景観を保
全。
・利用実態調査でも、
９割近くの人が「公園
の自然環境の豊かさ
を感じる」と回答。

都
市
公
園
事
業

505

亀
山
サ
ン
シ
ャ
イ
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ー
ク

亀
山
市

Ｈ３

公園は、県民に快適な
空間を提供する施設であ
るとともに、災害時の避難
地となる等、防災面にお
いても有効に利用できる
施設である必要がありま
す。
また、誰もが安全で安心

して利用できるよう常にバ
リアフリーに留意していく
必要があります。
事業評価時のアンケー

ト等について、具体的な
情報収集を行うことが必
要です。
また、公園の実態を的

確に把握し、現実に即し
た事業評価を行うことが
大切です。

通常時の利用だけでな
く、非常時にも公園が有
効に利用いただけるよう、
関係者との連携や情報共
有に努めます。
また、多くの利用者に安

心して利用いただくよう施
設のバリアフリーが確保
できるよう維持管理しま
す。
アンケート実施の際に

は、長所・短所を具体的
に収集し維持管理に反映
できるよう努めます。
また、評価時の費用対

効果分析は、原則として
マニュアルに基づき行い
ますが、必要に応じて現
実に即した、柔軟な分析
も行い効果をわかりやすく
説明します。
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【全体事業概要】
整備面積３７．２ｈａ

H16 6,472

（1）中南勢地域の核となる
広域的なレクリエーション
の場の提供

（2）水と緑に囲まれたス
ポーツレクリエーションゾー
ンの形成

（3）自然と古墳群を活かし
た公園整備

H16 6,472

都
市
公
園
事
業

506

大
仏
山
公
園

伊
勢
市
・
明
和
町
・
玉
城
町

（1）来訪者属性
・アンケート調査の回
答者507人の居住地
は、伊勢市が5割、明
和町が2割、玉城町及
び松阪市がそれぞれ
1割弱を占め、来訪頻
度が月に2回以上の
来訪者が5割以上と
なっており、地域に身
近な公園となってい
る。

（2）利用者の満足度
・自然、くつろぎ、安全
の評価が高く、回答者
の約96％が再来園の
意向を示している。
・施設別では、大型遊
具や中央広場、子供
広場、芝生広場にお
ける満足度が最も高く
なっている。
・遊具や公園までの案
内については、1割の
方が不満に感じてい
る。

（3）公園についての意
見・要望
・遊具・休憩施設や木
陰の追加改善、・ゴミ
箱の設置、・植栽管理
改善（剪定・除草）、・
利用者マナー改善
など

（1）事後評価のまとめ
・費用対効果分析のほか、観
光振興、長寿･福祉社会、自然
共生など、事業効果が発揮さ
れている。

（2）今後の事業評価の必要性
・大規模な施設改修及び新た
な施設導入などの際には、利
用状況に見合った事業投資と
なっているかどうか検証する必
要がある。

（3）改善措置の必要性
・遊具、休憩施設の追加やゴミ
箱設置などハード整備の他、植
栽管理や利用者のマナー向上
が求められている。

審査を行った結果、
事業の効果、今後
の課題について、
事後評価の妥当性
を認める。
ただし、下記の意
見を付するもので
ある。
１ 今後の都市公
園事業の推進にお
いては、防災機能
を含めて県民が利
用しやすいような取
り組みを絶えず進
められたい。
２ 施設のバリアフ
リー化については、
利用者の立場に
立って、絶えず改
善する取り組みを
進められたい。
３ アンケートにお
いては、具体的な
長所・短所を収集
する努力を進めら
れたい。
４ 費用対効果の
分析においては、
マニュアルにとらわ
れず、現実に即し
た計算を行うこと。

S55

（1）費用対効果分析
結果 Ｂ／Ｃ＝２．６５

（2）観光振興等地域
活性化に関する効果
・年2回開催されるフェ
スティバルの開催が
定着しており、月別来
園者数は開催月が最
も多い。
・オリエンテーリング
コースが設置されてお
り、各種団体に利用さ
れ、平成20年には大
会が開催された。
・地元環境団体による
自然体験・自然調査
などの活動、地元学
校による遠足や学習
の場、各種団体による
大会会場などにも利
用されている。

（3）長寿･福祉社会へ
の対応に関する効果
・園内の主要施設、主
要園路については、
高齢者や車いす等に
対応するため段差解
消、スロープ化してお
り、50歳以上の利用
が半数近くを占めてい
る。

古墳・埋蔵文化財等
の保全
・大学等による調査、
研究が行われ、古墳
群遺跡から出土した
遺物は保管され、文
化財の保全が図られ
ている。

（1）上位計画との整合
・伊勢都市計画区域
ＭＰにおいては、住民
及び来訪者のふれあ
いの場として整備する
とされており、当公園
整備の方向性と一致
している。

（2）周辺施設の状況
・隣接する大仏山公園
スポーツセンターが平
成7年に開園し、運動
レクリエーションの拠
点が形成された。

（3）社会状況、住民
ニーズへの対応
・環境への視点も重要
となる中で、従来の里
山を活かした整備とす
るなど、社会経済情勢
や住民ニーズへの対
応を行っている。

公園は、県民に快適な
空間を提供する施設であ
るとともに、災害時の避難
地となる等、防災面にお
いても有効に利用できる
施設である必要がありま
す。
また、誰もが安全で安心

して利用できるよう常にバ
リアフリーに留意していく
必要があります。
事業評価時のアンケー

ト等について、具体的な
情報収集を行うことが必
要です。
また、公園の実態を的

確に把握し、現実に即し
た事業評価を行うことが
大切です。

通常時の利用だけでな
く、非常時にも公園が有
効に利用いただけるよう、
関係者との連携や情報共
有に努めます。
また、多くの利用者に安

心して利用いただくよう施
設のバリアフリーが確保
できるよう維持管理しま
す。
アンケート実施の際に

は、長所・短所を具体的
に収集し維持管理に反映
できるよう努めます。
また、評価時の費用対

効果分析は、原則として
マニュアルに基づき行い
ますが、必要に応じて現
実に即した、柔軟な分析
も行い効果をわかりやすく
説明します。
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【全体事業概要】

延長 Ｌ＝２，３１０ｍ

幅員 Ｗ＝６．０（１０．０）ｍ

主要構造物
トンネル １本

橋梁 ３橋
Ｈ１７ 5,763

【事業目的】
安全で円滑な交通の確保

を図るとともに、緊急輸送
道路としての機能強化を図
ります。

Ｈ１７ 6,083

当該事業に対する
近隣住民等の利用状
況や意見を得るため、
アンケートを実施し、
１,４８６名から回答を
頂いています。
整備に対する評価と

しては、「非常に満
足」、「やや満足」を合
わせて７６％が満足と
の回答を得ています。

国道２６０号としては、木谷地
区に未整備区間が残っている
ことから安全で円滑な通行の
支障となっています。
既に木谷地区の事業に着手

していますが、事業の実施にあ
たっては、段階的な供用も含
め、早期効果の発現に努めて
いきます。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。

Ｓ６３

安全で円滑な交通を
確保するとともに、住
民の安心な暮らしの
確保や地場産業の振
興に寄与しています。

伊勢志摩国立公園
第３種特別地域内で
あるため、環境省と協
議し、積極的に切土法
面の緑化を図ってい
ます。

当該路線は熊野灘
沿いの地域を連絡す
る唯一の幹線道路で
あり、緊急輸送道路の
指定も受けていること
などから、当該道路の
重要性に大きな変化
はありません。
また、平成１７年に

旧南伊勢町の中学校
が南勢中学校１校に
統廃合され、遠隔地
の生徒はスクールバ
ス通学となりました。
スクールバスの経路と
して国道２６０号の重
要性が増しています。

道
路
事
業
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一般国道２６０号下津浦
拡幅工区と隣接する木谷
地区では、道幅が狭く、急
カーブが連続している未
改良区間が残っているこ
とから、安全で円滑な通
行に支障をきたしており、
下津浦拡幅工区の事業
効果を一層発揮するため
にも、この未改良区間の
早期整備が必要です。

木谷地区の未改良区間
の整備については、平成
１６年度から事業を進めて
おり、平成２２年５月に延
長０．５kmを供用していま
す。
引き続き、整備した区間

を順次部分供用するなど
早期効果の発現に努めて
まいります。
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今回のアンケート
結果の分析と対応
については、評価
できるものであっ
た。このような分
析・対応を今後の
公共事業評価サイ
クルにおいて確実
に実行されたい。

各
部
共
通

総
括
意
見

アンケートの手法・内
容・分析方法については、
従前より委員会からの指
摘をいただいていましたこ
とから、アンケートにおけ
る事業の満足度調査にあ
たっては、満足できない理
由を把握できるよう設問を
検討したり、満足できない
理由について現場を把握
し改善に努めるなどの対
応を行ってまいりました。
引き続き、アンケートに

改善を加えながら利用者
や住民の意見を把握し今
後の事業に反映できるよ
う努めてまいります。


